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矢野町商工会報   №117号-1 

平成 21 年９月７日発行 

 

会 員 各 位 
 

矢 野 町 商 工 会          

会長 木 村 三 郎       
 

 

 初秋の候、会員各位にはますますご清栄のこととお慶び申し

上げます。 

 平素より、当商工会事業に対し、多大なるご理

解とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。 

さて、当商工会では、当会青年部が会員事業所

の福利厚生や親睦等のお手伝いを目的とした「町内職域ソフト

ボール大会」を来る10月 18日(日)、陸上自衛隊海田駐屯地グ

ランドにおいて開催します。まだ、参加の申込をされていない

事業所の方は至急事務局宛申し出て下さい。 

又、三町商工会の合併を協議する広島東地区商工会合併協議

会は３回目を迎え、今回は安芸町商工会館において、去る８月

26日(水)午後５時より開催されました。その協議内容もいよい

よ核心に迫り、合併協議会事務局から提出されました議案につ

いて協議しました結果、全て承認されましたことをご報告致し

ます。尚、当商工会からは木村会長以下５名全委員[小笠原副会

長、出雲副会長、野島監事、向井理事(女性部長)]が出席しました。 
 

協議内容と承認事項については、三町商工会統一

の『合併協議会だより第３号』でご報告致しますので、

編集でき次第、全会員に配布致します。 
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一一 般般 貸貸 付付              
融 資 額    ：４,８００万円以内、金利：２.２％ (８/12現在) 

運転資金：５年以内(据置期間：１年以内) 

設備資金：10年以内(据置期間：２年以内) 

   ★ 特定設備資金：7,200万円以内、20年以内(２年以内) 

    一般貸付と組合せると最高 1億 2,000万円まで 
 

経経 営営 改改 善善 貸貸 付付  
融 資 額    ：１,５００万円以内 

金  利：１.９％ 

運転資金： ７年以内(据置期間：６月以内) 

設備資金：10年以内(据置期間：６月以内) 
 

企企 業業 再再 生生 貸貸 付付    
融資限度：７,２００万円以内(うち運転資金は４,８００万円) 

融資期間：15年以内(但し、運転資金は原則５年以内) 

利  率：日本政策金融公庫の基準利率＋０.７％ 

融資要件等がありますので、詳細は日本政策金融公庫か商工会にお問合せ下さい。 
 

新新 企企 業業 育育 成成 貸貸 付付    
創業関連＝1)新規開業資金、2)女性、若者(30歳未満)/シニア(55歳以上)企業家資金 

第Ⅱ創業関連＝3)新事業活動促進資金(経営多角化、事業転換等) 

融 資 額    ：７,２００万円以内(うち運転資金は４,８００万円) 

融資期間：15年以内(但し、運転資金は原則５年以内) 

利  率：基準利率2.2 %、特利Ａ1.8%、特利Ｂ1.55%、特利Ｃ1.5% 
 

セセーーフフテティィネネッットト貸貸付付    
①経営環境変化資金：社会的、経済的環境の変化等による売上や収益が減少した方 

②取引企業倒産対応変化資金：取引先の倒産により経営困難になった方 

③金融環境変化資金：取引金融機関の経営破たんにより資金繰りが困難になった方 

   ※ ①4,800万円以内、②別枠3,000万円以内、③別枠4,000万円以内 
 

第第 三三 者者 保保 証証 人人 等等 をを 不不 要要 とと すす るる 融融 資資 制制 度度     
 

他人の方に保証人は頼みにくいと言われる方は是非ご相談ください。 
 

融資限度額：２,０００万円  上乗せ利率：０.６５％(適用される利率に上乗せ) 

※ 1)と 2)のいずれにも該当される方が対象となります。 

  1)税務申告を２期以上行っていること、2)所得税等を完納していること 
 
※ 日本政策金融公庫ホームページ http:// ww.jfc.go. jp にも掲載されています。 

国民生活事業 
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≪労働保険(労災保険＋雇用保険)の加入はお済ですか？≫ 
 

 労働保険は、働く人が労働中に不測の事故に遭われたとき

の補償を行う労災保険と、失業されたときの再就職活動時の

生活給付を目的とした雇用保険の総称で、職場のみなさんが

安心して働く為に最低限必要な保障を国が定めた労働者福祉

の制度です。 

 こうしたことから、労働保険は、社員、従業員、アルバイ

トなど、労働者を一人でも雇用している事業主は全て加入が

義務付けられています。 

｢労働保険未手続事業一掃対策｣により、再三の加入勧奨を

行っても労働保険に加入しない事業主は、働く人の安全確保

のため、職権により強制的に加入手続きが行われることがあ

りますので、まだ、未加入の事業主の方は、早急に手続きを

して下さい。 

 
 

 

 

 

 

 
 

矢野町商工会報   №117号-２ 

平成 21 年９月７日発行 

ビジネスフェア中四国2010出展者募集について 
 

募集期間：2009 年９月25 日(金)まで 

開催日時：2010 年２月５日(金) [商談日]  ２月６日(土)[一般公開] 

開催場所：広島市中小企業会館総合展示場 

[詳細は商工会までお問合せを] 

詳しくは、広島労働局総務部労働保険徴収課にお問合せ下さい。 
 

℡ 221-9246  [http://www.hiroroudoukyoku.go.jp] 
 

11 月は労働保険適用月間です。 

※ 平成 21 年４月１日より、短時間就労者や派遣労働者の雇用保険の適用基準

が、加入資格が１年以上の雇用見込がある場合に雇用資格があったのが、６か

月以上の雇用見込があれば加入できることになりました。 
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 09.05.(土) 女性部県外視察研修 

  ～06.(日)  京都方面 

 09.08.(火) 青年部定例会 

 09.09.(水)  第４回三町商工会合併協議会 

 09.11.(金)  三町商工会青年部懇親会 

 09.15.(火) 矢野町カード会役員会 

 09.18.(金)  商工会役員会 於:商工会館 18:30～ 

 09.26.(土) 商工会県外視察研修 

  ～27.(日)  東京方面 

 09.29.(火)  第５回三町商工会合併協議会[最終協議会] 
 

 10.06.(火) 全国青申連中国ブロック大会 

  ～07.(水)  山口県  矢野町青申会参加 

 10.13.(火) 青年部定例会 

 10.18.(日) 町内職域ソフトボール大会 

 於:陸上自衛隊海田駐屯地グランド 

 10.20.(火) 矢野町カード会役員会 

 10.         商工会役員会 
 

 10.28.(水)  臨時総会 於：広島市農協矢野支店 ２階会議室 

 10.         三町商工会青年部合同会議 

 10.         三町商工会女性部合同会議 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 矢野町商工会青年部からのお知らせ！ 
 
①町内職域ソフトボール大会 
 

   日時：平成21年10 月18 日(日)、場所：陸上自衛隊海田駐屯地ｸﾞﾗﾝﾄﾞ 
   ※ 参加希望事業所の方は事務局までご連絡下さい。 
 

②県外視察研修 
 

   日時：平成22年１月23 日(土)～24 日(日) 視察先：検討中 
   ※ 視察先が決定次第、ご案内致します。 
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矢野町商工会報   №117号-３ 

平成 21 年９月７日発行 
 

  各種共済制度の紹介と協力依頼                 
 

★ 小規模企業共済制度（国の制度、安心加入。） 

    事業主の退職金制度として、又、事業廃業（役員退任）や死亡した

時に退職金扱いとして共済金を受け取れます。 
 

  掛金は全額所得控除されます。 

    節税対策と貯蓄（普通の積立預金では利子税を徴収される。）ができる。 

    掛金は、５百円刻みで月々:１千円から最高７万円までです。 
 

 

  火災から盗難まで
．．．．．．．．

！ 
 

◆ 火災共済［県火災］ 

     安い掛金で大きな保障、迅速な支払い（県の支払保証） 

    普通火災保険(火災・落雷・破裂爆発・風災
．．
雪災・残存物取片付け費用・

失火見舞費用・傷害費用・地震火災費用・修理付帯費用・損害防止費用) 

 ★ 総合共済：普通火災保険では対象とならない｢水濡
み ず ぬ

れ｣ 

｢盗難
．．
｣｢雪災
．．
｣｢労働争議
．．．．

｣等が付加されています。 
但し、掛け金が多少アップします。 

 

◆ かがやき [県共済]もう一つの労災保険として １人２千円／月 

    事業主、従業員の傷害保険で掛金は損金又は必要経費 
（但し、個人事業は従業員のみ経費となります。） 

     生命型と傷害型の２種類  
       傷害型は満80歳まで掛けられます。 

詳細は、事務

局にお問い合

わせ下さい。 
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◆ 中小企業退職金共済制度（国の制度ですので、安心加入。） 
     従業員の退職金を計画的に準備し、将来に備えて下さい。 

     １人  ５～30口（１口千円）詳細は事務局にお問い合わせ下さい。 

     有能な人材確保と従業員の定着化が図れます｡掛金は全額損金又は必要経費扱い

となります｡ 

     新規加入の場合、掛金の 1/2 を加入後４ヶ月目から１年間、国が助成します。 
 

◆ 中小企業ＰＬ保険制度 
   ①損害の発生、②製品の欠陥の存在、③損害と欠陥の因果関係の３点を被害者が立

証した場合、製造業者等の過失の有無に関わらず、損害賠償責任を負います。 

    保険料の計算＝前年度売上高×料率×全体調整率×事故有係数×加入月数 
 

◆ 所得補償保険制度 
＊ 病気・けが等による入院・自宅療養により、仕事ができなくなった 場合（就業不

能）にその期間の所得を補償。（但し、免責期間は７日間） 

   ＊県下一本化（県連）による団体制度となり、２０％の団体割引の適用を受け、 

    個人で加入するよりも割安な掛金。 

掛金は、法人は役員・従業員の全員を対象にした場合は福利厚生費 として損金算

入処理、個人事業主は従業員の掛金が福利厚生費として必要経費。 

補償期間（保険期間）は９月１日から１年間（中途契約もＯＫ） 
 

◆ 新労災共済［県共済］ 
    新労災共済は、政府労災保険の上乗せ補償として、就業中や通勤途中の事故・ケ

ガを補償する制度です。 

    よって、政府労災保険が適用されている事業所であれば、全て対象となります。 

    又、税法上も従業員に対して負担した掛け金は福利厚生費として全額損金処理で

きます。 
 

※ 詳細については、商工会［℡８８８－３５３５㈹］へお問い合わせ下さい。 
 

 

初歩的なパソコン研修の随時開催(案内) 
ワード、エクセルなど初歩的な指導を個別で随時受付けており

ますので、お気軽にお電話(℡ 888-3535)でお申込下さい。 
但し、時間帯は受講希望者と調整の上、決めさせて頂きます。 


